
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定の背景と趣旨 

 

国では、平成18年 4月に、障害のある人や障害のある子どもが自立した日常生活や社会生活を営むことがで

きる社会の実現を目指し、障害者自立支援法が施行、平成23年に改正した「障害者基本法」では、障害のある

人の定義を見直すとともに、平成24年6月には障害者自立支援法を「障害者総合支援法」に改正し、難病患者

を障害福祉サービスの対象に含めるなど制度改正を実施しています。さらに、平成 28 年 6 月には、「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」が公布され、平成

30年 4月からの施行となりました。 

また、平成29年3月に示された「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」においては、地域共生社会の実現のための規定の整備、精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築、障害児支援の提供体制の計画的な整備、発達障害者支援の一層の充実が示されています。 

本市では、本市の障害者福祉施策全体の方針を示した「大和高田市障害者福祉基本計画」を策定し、「障がい

のある人もない人も、ともに理解し合い、安心・快適な生活を送ることができるまちづくり」を基本理念に、住

み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりに取り組んできました。 

平成 27年 3月に策定した「第 4期障害福祉計画」は平成 30年 3月をもって計画期間を終了します。その

ため、この計画期間における障害福祉サービスと地域生活支援事業の実績や計画の進捗状況を確認するとともに、

改めて障害のある人のニーズや課題を把握し、平成32年度までの数値目標等を示す「大和高田市第5期障害福

祉計画及び障害児福祉計画」を策定します。 

 

計画の位置づけ 

 

本計画は、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく、「市町村障害福祉計画」及び「市町村障害児福祉計画」

として策定するもので、障害福祉サービス等の実施計画的な位置づけを有するものとし、障害福祉サービス及び

相談支援並びに地域生活支援事業及び障害児通所支援等を提供するための基本的な考え方、目標及び確保すべき

サービス量・確保のための方策を定めるものです 

また、本市の障害者施策の基本方針である「大和高田市障害者福祉基本計画」との整合を図ります。 

その他、本市のまちづくり全体の方向性と各行政分野の取り組みの方向性を示した計画や福祉関連計画とも調

和が保たれた計画とします。 

 

計画の期間 

 

本計画は、平成30年度から平成32年度までの3年間を計画期間とします。なお、障害のある人を取り巻く

社会情勢の変化や法令・制度の改正が生じた場合は、適時見直しを行います。 

 

 

 

大和高田市 

第５期障害福祉計画及び 

 第１期障害児福祉計画【概要版】 
～ 力を合わせ 空き家問題に取り組もう ～ 

 
 

１   計画の策定にあたって 



 

 

計画の基本理念 

 

 本市では、「大和高田市障害者福祉基本計画」において、「共生社会」への市民の理解を高めていくとともに、

障がいのある人がそれぞれの役割と責任を持ってともに社会の一員として、社会のあらゆる活動に参加し、安

心・快適な生活を送ることができるよう、「障害のある人もない人も、ともに理解し合い、安心・快適な生活を

送ることができるまちづくり」という基本理念を設定しました。 

 本計画においても、この理念を踏襲し、きめ細かな福祉行政を推進していくとともに、市民、障害福祉関係者、

企業、行政が一体となって推進していくことをめざし、障がいのある人への支援の充実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所者の地域生活への移行 

① 平成 25 年度末時点の施設入所者のうち、地域生活に移行する人数 

平成 29 年度末の目標値 10 人 

平成 29 年度末の実績値（見込） １人 

 

② 平成 26 年度末時点と比較した施設入所者の削減数 

平成 29 年度末の目標値 10 人 

平成 29 年度末の実績値（見込） ４人 

 

入院中の精神障害者の地域生活への移行 

平成 29 年度末の目標値 奈良県による目標設定 

 

地域生活支援拠点等の整備 

平成 29 年度末の目標値 １か所 

平成 29 年度末の実績値（見込） ０か所 

 

福祉から一般就労への移行等 

①就労移行支援事業所等を通じて、平成 29 年度中に一般就労する者の数 

平成 29 年度末の目標値 ５人 

平成 29 年度末の実績値（見込） ２人 

 

②就労移行支援事業の利用者数 

平成 29 年度末の目標値 20 人 

平成 29 年度末の実績値（見込） 14 人 

 

  

“障がいのある人もない人も、ともに理解し合い、 

安心・快適な生活を送ることができるまちづくり” 

２   第４期障害福祉計画の達成状況 



 

 

 

 

 

 

福祉施設から地域生活への移行促進 

 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

①施設入所者数 86 人 78 人 

②減少（見込み）数 ２ 人 ８ 人 

③地域生活移行数 

 （移行率②／①） 
2.2 % 9.3 % 

 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・本市では、平成32年度末までに保健・医療・福祉関係者により協議する体制整備を進めます。 

 

地域生活支援拠点等の整備 

・本市では、平成32年度末までに市内または圏域に少なくとも一つを整備する体制を図ります。 

 

福祉施設から一般就労への移行促進 

・一般就労移行者数 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

一般就労移行者数 ５ 人 ８ 人 

・就労移行支援事業利用者数の増加 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

就労移行支援事業利用者数 12 人 16 人 

・就労移行率の高い就労移行支援事業所の増加 

 平成 28 年度末 

時点の実績 

平成 32 年度末 

目標値 

就労移行支援事業所数 ８ 事業所 ９ 事業所 

（うち）就労移行率３割以上 ２ 事業所 ４ 事業所 

・就労定着支援による就労定着率 

国の基本指針を踏まえて、障害者就労移行事業所、生活支援センターの協力、自立支援協議会を活用するなど、

福祉、産業、労働及び教育機関との連携を強化していきます。 

 

障害児に対する重層的な地域支援体制の構築 

 

本市では、平成32年度末までに、児童発達支援センターを市内に少なくとも１か所設置を目指します。 

 

  

３   第５期障害福祉計画策定における数値目標 



 

 

 

 

 

 

訪問系サービス 

① 居宅介護 

入浴・排泄・食事の介護など、在宅生活における介護サービスを行います。 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅介護 
時間分/月 2,375  2,488  2,601  

人分/月 105  110  115  
 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者及び重度の知的障害、精神障害のある人で、常に介護を必要とする人に対し、入浴・排泄・食

事の介護及び移動の介護等を総合的に行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

重度訪問介護 
時間分/月 705  755  781  
人分/月 3  4  5  

 

③ 同行援護 

 視覚障害により移動に著しい困難を有する障害者等に対し、外出時において同行し、移動に必要な情報を提供する

とともに、移行の援護等の支援を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

同行援護 
時間分/月 291  343  393  
人分/月 15  16  17  

 

④ 行動援護 

著しい行動障害を有する知的障害者・精神障害者で、常に介護を必要とする人に対し、移動の介護、危険回避のた

めの援護などの支援を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

行動援護 
時間分/月 757  757  757  
人分/月 33  33  33  

 

⑤ 重度障害者等包括支援 

 常に介護を必要とする障害者であって、その必要度が著しく高い人に対し、居宅介護などの障害福祉サービスを包

括的に提供します。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

重度障害者等包括支援 
時間分/月 20 20 20 
人分/月 1 1 1 

 

日中活動系サービス 

① 生活介護 

 常に介護を必要とする障害者に対し、主に日中に障害者支援施設等で行われる入浴・排泄・食事等の介護や創作的

活動・生産活動等の支援を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活介護 
人日分/月 4,218  4,341  4,470  
人分/月 238  247  258  

 

② 自立訓練（機能訓練） 

 身体障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身体機能向上のために必要な訓練等

を行います。  
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立訓練（機能訓練） 
人日分/月 60  60  60  
人分/月 4  4  4  

 

  

４   障害福祉のサービス見込み量 



 

 

③ 自立訓練（生活訓練） 
 知的障害者・精神障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、生活能力の向上のため

に必要な訓練等を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立訓練（生活訓練） 
人日分/月 80  80  80  
人分/月 6  6  6  

 

④ 就労移行支援 
 一般企業への雇用又は在宅就労等が見込まれる障害者であって、就労を希望する人に対し、生産活動等を通じ就労

に必要な知識及び能力の向上のための訓練を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労移行支援 
人日分/月 262  281  303  
人分/月 13  14  15  

 

⑤ 就労継続支援Ａ型 
 通常の事務所に雇用されることが困難な障害者を雇用し、生産活動その他を通じて、その知識・能力の向上のため

に必要な訓練を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労継続支援Ａ型 
人日分/月 1,529  1,579  1,711  
人分/月 81  88  97  

 

⑥ 就労継続支援Ｂ型 
 雇用には至らないが、雇用に向けより実践的な訓練を必要とする人、再度雇用の場に戻ることを希望する人に対し

就労機会を提供するとともに、その知識・能力の向上のために必要な訓練を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労継続支援Ｂ型 
人日分/月 2,167  2,433  2,624  
人分/月 135  143  154  

 

⑦ 就労定着支援【新規サービス】 
 就労移行支援等の利用を経て、一般就労へ移行し、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている障害のあ

る人を対象に、企業・自宅等への訪問や障害のある人の来所により、必要な連絡調整や指導・助言等の支援を行いま

す。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労定着支援 人分/月 1  1  1  
 

⑧ 療養介護 
 医療を要する障害者であって、常に介護を必要とする人に対し、病院等の施設において行われる機能訓練、必要な

医療、療養上の管理、看護、医学的な管理下における介護等の支援を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

療養介護 人分/月 15  15  15  
 

⑨ 短期入所（ショートステイ） 
 居宅において介護を行う人の疾病などの理由により、障害福祉施設等への短期間の入所を必要とする障害者に対し、

必要な介護等の支援を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

短期入所 
人日分/月 226  258  272  
人分/月 39  45  51  

 

居住系サービス 

① 共同生活援助（グループホーム） 
 グループホームは、地域において共同生活を営むのに支障のない知的障害者・精神障害者につき、共同生活を営む

居住において、相談その他日常生活の援助を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

共同生活援助 人分/月 54  59  65  
 

② 施設入所支援 
 障害者支援施設等に入所する障害者に対し、主として夜間に入浴・排泄・食事等の介護を行います。 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 
施設入所支援 人分/月 83  80  78  

 

③ 自立生活援助【新規サービス】 
 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象に、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生

活に向けた相談・助言等を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立生活援助 人分/月 0  1  1  



 

 

相談支援 

① 計画相談支援 

 障害福祉サービスを利用する人の心身の状況や環境、サービス利用の意向等を踏まえ、最も適切なサービスの組み

合わせを検討し、サービス等利用計画を作成します。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

計画相談支援 人分/月 68  73  77  
 

② 地域移行支援 

病院や施設から地域生活に移行する人を対象に、住居の確保等の活動を支援します。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域移行支援 人分/月 1 1 1 
 

③ 地域定着支援 

地域生活に移行した人が安定した生活を送れるよう、緊急事態の相談等に対応します。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域定着支援 人分/月 1 1 1 
 

 

 

 

 

必須事業 

① 理解促進・研修啓発事業 

障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するため、障害者等の理解を深めるため

の研修・啓発を通じて地域住民への働きかけを強化する事業です。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

理解促進・研修啓発事業 実施の有無 有 有 有 
 

② 自発的活動支援事業 

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害者等、その家族、地域住民等による地域

における自発的な取り組みを支援する事業です。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自発的活動支援事業 実施の有無 有 有 有 
 

③ 相談支援事業 

 障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供要の便宜を供与することや権利擁護のために必要な支援を行うこと

により、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とした事業です。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害者相談支援事業 か所 3  3  3  
基幹相談支援センター 設置の有無 無 無 有 
市町村相談支援強化事業 実施の有無 無 無 有 

 

④ 成年後見制度利用支援事業 

知的障害者や精神障害者が自分で契約や金銭管理ができなくなったときの相談や、成年後見人制度の紹介を行いま

す。本人に申し立てる能力がなく、親族がいない場合は、市長が申し立てを行います。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度利用支援事業 実施の有無 2 3 4 
 

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後

見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 無 無 有 
 

 

５   地域生活支援事業のサービス見込み量 



 

 

⑥ 意思疎通支援事業 

 視覚・言語機能・音声機能・その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者等に、障害者等とその

他の意思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣などを行い、意思疎通の円滑化を図ることを目的とした事業で、大和高

田市社会福祉協議会における委託事業として実施しています。 
項目  単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話通訳者派遣事業 年間延派遣回数 286  295  296  
要約筆記者派遣事業 人 11  12  13  

専任手話通訳者設置事業 人 1  1  1  
 

⑦ 日常生活用具給付等事業 

 重度障害者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は貸与すること等により日常生活の便宜を図り、

その福祉の増進に資することを目的とする事業です。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

介護・訓練支援用具 件/年 11  13  15  
自立生活支援用具 件/年 17  18  19  
在宅療養支援用具 件/年 15  15  15  

情報・意思疎通支援用具 件/年 17  17  17  
排泄管理支援用具 件/年 1,623  1,661  1,689  

住宅改修費 件/年 6  7  8  
 

⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

 手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を修得した者を養成し、意思疎通を図ることに支障が

ある障害者等の自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、支援します。 

 なお、大和高田市社会福祉協議会における委託事業として実施しています。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話奉仕員養成研修事業 登録見込み者数 54  61  66  
 

⑨ 移動支援事業 

 屋外での移動に困難がある障害者について、外出のための支援を行うことにより地域での自立生活及び社会参加を

目的とする事業です。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

移動支援事業 
時間分/年 13,772  14,285  15,004  
人分/年 1,165  1,209  1,240  

 

⑩ 地域活動支援センター 

 地域の実情に応じ創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等に便宜を供与する地域活動支援セ

ンターの機能を充実・強化することにより、障害者等の地域生活支援の促進を図ることを目的とする事業です。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域活動支援センター 
か所 1  1  1  

人分/日 27  29  29  
 

任意事業 

① 福祉ホーム事業 

 住居を必要としている人に、低額な料金で居室等を提供するとともに、日常生活に必要な支援を行います。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

福祉ホーム事業 
か所 1  1  1  

人分/月 1  1  1  
 

② 訪問入浴サービス事業 

 訪問により居宅において入浴サービスを提供します。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

訪問入浴サービス事業 
か所 3  3  3  

人分/月 5 5 5 
 

③ 日中一時支援事業 

 障害のある人や児童を一時的に預かり、見守りおよび社会に適応するための日常的な訓練等を行う事業により、障

害のある人や児童の日中における活動の場を確保し、障害のある人の就労支援および障害のある人や児童を日常的に

介護している家族に一時的な休息を与えるサービスです。 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

日中一時支援事業 
か所 26  29  32  

延利用者数 334  352  367  



 

 

④ 社会参加促進事業 
 項目 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

声の広報等発行事業 利用者数 251  251  251  
朗読奉仕員養成事業 利用者数 7  10  10  
芸術講座開催等事業 利用者数 255  264  270  
生活訓練事業(療育教室) 利用者数 9  9  9  

 

 

 

 

 

① 児童発達支援 

日常生活の基本的動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

児童発達支援 
人日分/月 492  532  572  
人分/月 103  110  120  

 

② 放課後等デイサービス 

 放課後や学校休業中において、生活能力向上の訓練や創作活動等を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

放課後等デイサービス 
人日分/月 1,325  1,512  1,701  
人分/月 197  217  240  

 

③ 保育所等訪問支援 

 保育所等に通う障害児が、集団生活に適応できるよう支援します。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育所等訪問支援 回数／月 1 2 2 
 

④ 医療型児童発達支援 

 上下肢又は体幹の機能の障害のある児童に、児童発達支援と治療を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

医療型児童発達支援 
人日分/月 2 4 4 
人分/月 1 2 2 

 

⑤ 障害児相談支援 

 障害児支援利用計画の作成等により、適切なサービス利用や課題の解決を支援します。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害児相談支援 人分/月 33  37  43  
 

⑥ 居宅訪問型児童発達支援【新規サービス】 

 重症心身障害児などの重度の障害があり、児童発達支援等の障害児通所支援を受けるための外出が著しく困難な障

害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。 
  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅訪問型児童
発達支援 

人分/月 0  1  1  
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６   障害児サービス見込み量 


